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国立成育医療研究センター（所在地：東京都世田谷区大蔵、理事長：五十嵐隆）政策科学研

究部の竹原健二部長らは、こども家庭庁の研究班の活動として、自治体による父親支援の拡

充を目指して、支援者向けのマニュアルを作成・公開しました。本マニュアルの作成は、こ

ども家庭科学研究費補助金成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業の「父親の子育て支援

推進のためのプログラムの確立に向けた研究」の一環として実施されました。 

このマニュアルは、これまでに研究班の活動を通じて、多くの自治体の父親支援事業の伴走

や相談対応、支援者の養成研修を担当してきた経験を活かして、主に自治体の職員を対象に、

父親支援が多くの自治体・地域に広まることを目指して作成されました。マニュアルの内容

は、「父親支援に必要な基本事項」、「父親支援プログラムのポイント」、「事業構築に向けた

アプローチ」、「母子保健・子育て支援事業の見直しとしての研修の実施」、「具体的な支援策

と実践例」の 5 つの章から構成されており、ポピュレーションアプローチ1としての父親支

援のあり方の紹介などをまとめています。このマニュアルをきっかけに、自治体における父

親支援の仕組みづくりやその検討が始まり、好事例の横展開などを通じて、少しでも多くの

自治体でさまざまな機会に、さまざまな支援サービスを通じて父親への支援がおこなわれ

ることと、その支援を受けて父親とその家族が妊娠期から子育て期を楽しく充実したもの

にできるようになることを目指しています。 

【図 1：父親支援マニュアルのイメージ（一部）】 

 
1 ポピュレーションアプローチとは、集団の一部だけではなく、集団全体に対して働きかけることで、全体としての健

康状態の向上や予防策の推進につなげる取り組みのこと。 

日本初・自治体向け父親支援マニュアルを公開 

～「父親の産後うつ」や孤立を防ぎ、幸せな子育て期の実現を目指して～ 
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【マニュアルのポイント】 

 父親支援の必要性やその方法を解説した日本で初めてのマニュアルです。「父親の産後

うつ」などをきっかけに高まっている、父親支援の必要性について、その意義や必要性、

社会的な背景、関連する法律などの全体像を理解することができます。 

 自治体での父親支援の新規事業の構築に向けて、計画立案やロジックモデルの考え方、

事業計画書の作成方法や事業評価の考え方を概観することができます。 

 父親支援というと、父親を含めたイベントや教室のような新しい事業・プログラムが想

定されがちですが、既存の母子保健事業や子育て支援事業に追加する形で、すべての父

親を対象にした取り組みの実施が可能となります。 

 父親支援事業の実施に向けて、例えば NPO との協働や、父親が記入する場合を考慮し

た乳幼児健診問診票の文言修正対応例など、さまざまな種類・方法の支援があることを

知るとともに、各自治体で実施されている父親支援事業の実例を見ながら学ぶことが

できます。 

【図 2：ロジックモデルを用いた父親支援を目的とした新規事業の検討例】 

【図 3：職員向け研修のスケジュール例】 
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【背景・目的】 

2010 年の「イクメンブーム」をきっかけの一つに、日本では父親も家事・育児をするのが

当たり前の社会になってきました。2021 年に閣議決定された成育基本法の基本方針におい

ても、成育医療等の現状と課題の一つとして、“父親の孤立”が掲げられ、『父親についても、

支援される立場にあり、父親も含めて出産や育児に関する相談支援の対象とするなど、父親

の孤立を防ぐ対策を講ずることが急務である。』と記されました。 

しかし、この研究班で実施した自治体を対象とする調査では、父親を主たる対象とする父親

支援事業を実施している自治体は 2019 年度、2022 年度でそれぞれ 6.5%, 10.2%に留まって

いることが明らかにされています。一方で、そうした父親支援事業を実施していない自治体

のうち、75％の自治体は父親支援事業の必要性を実感していることも示されており、父親の

支援ニーズが分からないことや、業務が多忙でなかなか手が回らないこと、財源の確保が難

しいこと、具体的な支援方法が分からないことなどが、父親支援を実施していく上での障壁

になっています。そこで、父親支援事業を担当したことのない自治体および担当者が一から

事業を立ち上げていく際のヒントとなるよう、今回の父親支援マニュアルを作成いたしま

した。今後も、各自治体で試みられるポピュレーションアプローチとしての父親支援の情報

を集め、より多くの情報を届けていけるようにしていきたいと考えています。 

 

【マニュアル概要】 
名称：「父親支援マニュアル」 
入手先：
https://www.ncchd.go.jp/scholar/research/section/policy/project/papa.html 
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【問い合わせ先】 

国立成育医療研究センター 企画戦略局 広報企画室 神田・村上  

電話：03-3416-0181（代表） E-mail:koho@ncchd.go.jp 


